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監査証跡の確保と「合理的な基礎」の形成との関連に関する基礎研究
長　吉　眞
　監査意見は、監査人が監査の過程で得た「合理的な基礎」（平成22年3月26日の監査基準の改訂によ
り、「意見表明の基礎」となった。）に基づいて表明しなければならない（監査基準・第四報告基準一
基本原則3および4参照）。この「意見表明の基礎」は、財務諸表の適正性に関する阻害事項（監査の
結果による検出事項）の集計結果と監査人自身が設定した重要性の基準値との比較衡量によって形成
される。これに関しては、勘定科目個々の適正性の立証には「利益に影響を及ぼす虚偽の表示」の集
計結果が、そして財務諸表の適正性の立証にはその再集計結果が重要であると主張し、すでに論文と
して取りまとめている（『明治大学社会科学研究所紀要』第49巻第1号（2010年10月10日）、pp．97－109）。
　しかし、会計利益が包括利益へと変容すれば、その包括利益の構成要素には市場での評価額に基づ
くものがあるため、客観1生のある監査証跡の確保がむずかしいものとなる。とくに有価証券の市場に
おける評価額をいかにして監査証跡として認識するのかという、監査証跡の認識・確保に関する理論
構築が必要となる。
　こうしたことから、本件研究者は、本年度において「会計利益が包括利益へと変容するなかで、考
えられる監査証跡の種類」について東京、大阪、および福岡で大学教員や公認会計士にインタビュー
を行った。
　そして、次のような本研究課題に関する討論および研究も行った。
　　●International　Auditing　and　Assurance　Standards　Board（IAASB）Agendaの内容の検討
　　●Mr．　Mark　Walsh（CPA）と最近のIFRS活動と国際監査基準（ISA）について討論
　　●Internal　Ethics　Standards　Board（IESBA）－Adopting　the　New　Code　of　Ethicsについて討論
　以上のインタビューや討論の内容は、現在取りまとめている最中であるが、相当程度に会計利益の
変容にともなう不明確な事実や理論的でない事実が浮き彫りになり、将来キャッシュ・フローに基づ
く監査証跡の種類に関する論点が明確になってきている。
　これらにより、本年度に予定していた研究目標はほぼ達成できた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
一46一
